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質問項目 妥当で
ある

妥当で
ない

どちらとも
言えない

Ｑ１ 「東濃中部の医療提供体制に係る現状整理」（資料１）について ４⼈ ０⼈ １⼈

Ｑ２ 「東濃中部における２次病院の再編・ネットワーク化の⽅向性に関する評価」（資料２）について ３⼈ ０⼈ ２⼈

Ｑ３ 「東濃中部の医療提供体制検討会の検討結果（案）（資料３）について ４⼈ ０⼈ 1⼈

Ｑ４ その他⾃由意⾒ －

＜意⾒聴取の結果＞

※各質問に対する詳細なご意⾒等は次ページ以降に記載

＜意⾒聴取の⽅法＞ 書面による聴き取り
＜意⾒聴取の時期＞ 平成３０年１⽉
＜意⾒聴取の内容＞ 第３回までの検討会での議論を踏まえ取りまとめた検討結果（「資料１」から「資料３」まで）の妥当性について
＜意⾒聴取を⾏った有識者＞

◎これまでの検討会での議論を踏まえ取りまとめた検討結果の妥当性について、有識者からの意⾒聴取を以下のとおり⾏った。

１



「東濃中部における２次病院の再編・ネットワーク化の方向性に関する評価」（資料２）について、ご意見をお聞かせ下さい。Ｑ２

１．妥当である ・・・ ３人 ２．妥当ではない ・・・ ０人 ３．どちらとも言えない ・・・ ２人

＜有識者からの主な意見＞

・ 人員配置が不十分になっている病院同士での「連携」は解決にならない。病院間の移動時間が無駄になり、医師も疲弊する。

・ 早急な統合が唯一の解決策と思われる。出来るだけスピード感を持った統合への道筋が必要。

・ 積極的に統合１病院化を図るしか道はないと思うが、今後の医師確保等を考えると決して楽観は出来ない。

・ 統合がうまくいかず、東濃中部の医療が今以上にぜい弱化することは中央線沿線の他地区の病院にも多大な負担を与え、全体の地域医療が疲弊する。

・ ２病院の統合１病院化は理想であるが、平成３２年度の期限や費用を考慮すると当面は困難か？

・ 現状２病院の築年数を考慮して、５年後以降にその時点での状況も勘案して新築移転を目指すべき。

・ 統合移転までは東濃厚生に急性期機能を集約し、土岐総合は回復期・慢性期に特化するのも一案。

・ 両病院の急性期（高度急性期を含む）を担う機能の集約は必要であるが、回復期の機能は住民のアクセスも考慮してその配置を検討することが必要。

・ 両病院の最盛期の機能を単純に足したものが必要なわけではないことは明らか。

・ ２病院の早急な統合によって、大学としても人材派遣を行いやすくなる。

・ 病床の供給過多（急性期が過剰・回復期が不足）については理解できる。

・ 必要な病床数も数字上では理解できるが４００床は実際には適当なのか？あくまでマンパワー（医師および看護師）が確保され専門家が揃って

いての数字であり十分稼働することが前提条件となる。その点が担保されなければ空床を増やすことになるだけ。

・ ４００床以上の病院で医師数の増加傾向が顕著というデータにこだわりすぎるのはよくない。専門科が揃っていて診療内容が充実していれば問

題はない。

・ 今後医師の確保は困難さを増すと思われる。大学との連携を密にするなり人材確保が前提となる。

・ ２病院を一つに集約することは当然必要。

・ 連携時（早期）に東濃厚生病院に専門科の医師を集約して診療手合い性を適切に構築することが肝要。

・ 今後大学医局からの医師派遣の大幅増員は困難。

・ 医療の質を担保しつつ地域急性期医療を守っていくためには効率化、集約化が必須。

・ 病床規模は、総計４００床、そのうち急性期２００～２５０床、回復期・慢性期１５０～２００床ぐらいが適当。

・ 高度急性期が必要となる病床に含まれていないが、含めなくてよいか。（地域医療支援病院の指定要件に集中治療室の設置がある。）

１．妥当である ・・・ ４人 ２．妥当ではない ・・・ ０人 ３．どちらとも言えない ・・・ １人

「東濃中部の医療提供体制に係る現状整理」（資料１）について、ご意見をお聞かせ下さい。

＜有識者からの主な意見＞

Ｑ１

２



Ｑ４ 以上を踏まえ、付随したご意見がありましたらお聞かせ下さい。

＜有識者からの主な意見＞

・ 早急な統合により、適切な規模と機能を有するひとつの病院として再出発することを期待する。その上で中央線沿線の他の病院との有機的

な連携を考えることが東濃地区全体の地域医療を救う。

・ 病院の運営には病院長のガバナンスが重要であり、その人選が一つの鍵である。

・ 統合して一病院化することは賛成だが、新病院に対しては慎重に進めてほしい。

・ 必ずしも土岐市と瑞浪市の中間点で400床規模の新築にこだわる必要はない。中間地点の敷地を探して新病院を建設するとすれば時間が

かかり過ぎて時期を失する懸念がある。循環バス等を頻繁に運行して対処すればよい。

・ 責任をもって全工程を引っ張っていくキーパーソン（できれば地元の事情に精通している方）を立てることと、自治体がそれを強力にサポート

（主体となった住民への説明、説得等）することが必要。また自治体が主体となった住民への説明も重要。

「東濃中部の医療提供体制検討会の検討結果（案）（資料３）について、ご意見をお聞かせ下さい。Ｑ３

１．妥当である ・・・ ４人 ２．妥当ではない ・・・ ０人 ３．どちらとも言えない ・・・ １人

＜有識者からの主な意見＞

・ いずれかの病院が潤沢なスタッフを備えて余裕がない限り、連携にも限りがあり、逆にスタッフの疲弊に繋がる可能性もある。

・ 両病院のリソースを有効利用し、それでも足りない機能を補填するための人材派遣も効率的に抑えるために、早急な再編を強く期待する。

・ 約400床規模での1病院化は東濃中部地区の今後の医療需要から考えて妥当である。

・ 再編までの機能分担に関して、地域医療において緊急性の高い脳卒中、急性心筋梗塞の診療体制は、医師等スタッフの負担も大きく、一方の

病院に集約する方が効率的である一方、がんを含めた消化器疾患、呼吸器疾患、慢性循環器疾患は、両病院で対応する方が市民の負担は少ない。

・ 東濃医療圏全体から見ても今回のプランは歓迎すべき。

・ 整理の方向性は急性期（高度急性期含む）の１病院化として、回復期の配置は住民のアクセスも考慮して、さらに検討が必要。

３



平成２９年度

東濃中部の医療提供体制検討会

東濃中部の医療提供体制検討会

有識者からの意見聴取資料

４
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＜地域医療機関で医師が確保できない要因＞
・ 全国的な医師の不足により、大学の医局が、各病院から求められる数の医師をそれぞれ派遣することが不可能となっている。
・ 専門医制度の開始により、多くの症例の診療が可能な病院での勤務が、医師に求められている。

→ 全国的に概ね４００床以上の病院で、医師数の増加傾向が顕著

◎全国的に深刻な課題となっている「医師の不足」の影響により、
病院での医師の確保が課題となっており、以下の問題などが生じている。

・ 特定の診療科で医師が確保できず、診療できない事態が生じ、地域の中核医療機関としての機能が果たせない。
・ ２つの病院がそれぞれ医師を確保しなければならず、輪番制としている救急医療時に、医師がいない診療科の対応ができない。
・ 診療可能な診療科が医師の確保に依存することで、病院経営の不安定化につながっている。 等

※ 地域医療構想における東濃中部の医療について検討報告書 （平成２８年７月 地域医療構想における東濃中部の医療を考える研究会報告）

１）医師の不足

平成２６年 平成２０年

医師数／
人口10万人

全国
平均比

医師数／
人口10万人

全国
平均比

東濃圏域 172.9人 ７４．０％ 155.7人 ７３．１％

岐阜県平均 202.9人 ８６．７％ 177.8人 ８３．５％

全国平均 233.6人 － 212.9人 －

土岐市立総合病院 東濃厚生病院

Ｈ２３．４．１ ４２人 ３０人

Ｈ２５．４．１ ３８人 ３１人

Ｈ２８．４．１ ３０人 ３４人

Ｈ２９．４．１ ３４人 ３４人

＜２市における２次病院の常勤医師数の推移＞＜人口１０万人あたりの医師数の比較＞ 出展：岐阜県地域医療構想

500床以上 400床～499床 300床～399床 200床～299床 100床～199床 100床未満 全体

Ｈ２６ 17.6人 15.2人 13.4人 10.9人 8.0人 6.6人 13.5人

Ｈ２１ 14.6人 12.2人 11.0人 9.5人 7.6人 6.1人 11.3人

増加数 3.0人増 3.0人増 2.4人増 1.4人増 0.4人増 0.5人増 2.2人増

＜公立病院における病床規模別の１００床あたりの常勤医師数の推移 （Ｈ２６－Ｈ２１比較）＞ 出展：総務省資料（地方公営企業決算状況調査）

６

東濃東濃中部の医療提供体制に係る現状整理について 資料１



７

◎少子高齢化に伴う人口減少・高齢者比率の上昇の影響により、
将来の医療需要が大きく変化することで、医療機関の病床数、病床の種類などの見直しが必要。

２０１５年 ２０２５年 ２０４０年

人口
65歳以上
構成比 人口

人口
対2017比

65歳以上
構成比 人口 対2017比

65歳以上
構成比

土岐市 60,124人 ２９．７％ 53,330人
▲6,794人

(▲11.3%) ３３．６％ 44,603人
▲15,521人

(▲25.8%) ３８．１％

瑞浪市 39,022人 ２８．６％ 35,224人
▲3,798人

(▲9.7%) ３３．４％ 29,501人
▲9,521人
(▲24.4%) ３８．９％

合 計 99,146人 ２９．３％ 88,554人
▲10,592人

(▲10.7%) ３３．５％ 74,104人
▲25,042人

(▲25.3%) ３８．４％

区分
２０１４年

６月

うち公立・公的病院（許可病床数） ２０２５年
必要推計量

差
(推計-2014年)県立

多治見
多治見
市民

土岐市立
総合 東濃厚生 恵那市民

(上矢作含む)
中津川市民
(坂下含む) 小計

高度急性期・急性期 2,004床 490床 200床 290床 270床 192床 469床 1,911床 1,072床 ▲932床
回復期 142床 0床 50床 60床 0床 41床 40床 191床 653床 511床
慢性期 367床 20床 0床 0床 0床 22床 50床 92床 332床 ▲35床
その他 233床 - - - - - - - - ▲233床
計 2,746床 510床 250床 350床 270床 255床 559床 2,194床 2,057床 ▲689床

＜東濃圏域の病床数の現状と医療需要将来推計＞

＜土岐市・瑞浪市の人口の将来推計＞

○現状と地域医療構想推計値を比較すると、高度急性期・急性期が過剰、回復期が不足しており、回復期へのシフトが課題といえる。

○ 両市の人口は、2015年と比較して、2025年に約１０％、2040年に約２５％の減少が見込まれる。
○ 一方で、65歳以上の高齢者の比率は、現状の３０％から2040年には４０％にまで増加が見込まれる。

２）人口減少・高齢者比率上昇に伴う、医療需要の変化

出展：国立社会保障・人口問題研究所調査

出展：岐阜県地域医療構想（必要数は2025推計値）

東濃圏域 県平均 全国平均

病床稼働率 （平成 ２６ 年度） ６８．８％ ７５．９％ ７９．８％

＜東濃圏域における一般病床の病床稼働率の県平均・全国平均比較＞

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平均（Ｈ２５～Ｈ２８）

土岐市立総合病院許可病床数（３５０床）ベース ５１．２％ ４６．４％ ５０．６％ ５４．８％ ５０．８％

（参考：稼働病床数（２７６床）ベース） ６４．９％ ５８．８％ ６４．２％ ６９．５％ ６４．４％

東濃厚生病院 許可病床数（２７０床）ベース ７４．３％ ７３．６％ ７３．７％ ７５．７％ ７４．３％

○土岐市立総合病院及び東濃厚生病院の病床稼働率は、ともに県平均、全国平均を下回っている。



人口
（H27国勢調査）

東濃５市における
人口割合（Ｅ）

多治見市 110,465 人 ３２．７７％

土岐市 57,842 人 １７．１６％

瑞浪市 38,746 人 １１．５０％

恵那市 51,088 人 １５．１６％

中津川市 78,920 人 ２３．４１％

東濃５市合計 337,061 人

土岐市＋瑞浪市 96,588 人 ２８．６６％ （Ｅ１）

地域医療構想
２０２５年推計
必要病床数

（Ｆ）

土岐市・瑞浪市
必要病床数

（Ｆ）×（E1）28.66%

備 考

高度急性期 ２３６ 床 ６７ 床 県立多治見病院で対応

急性期 ８３６ 床 ２３９ 床 ２病院で担うべき病床

４２６ 床回復期 ６５３ 床 １８７ 床

慢性期 ３２２ 床 ９２ 床 既存民間病院で対応

合計 ２，０５７床 ５８５ 床

２）人口案分による、土岐市・瑞浪市（２病院）の２０２５年必要病床数概算推計

１）地域医療構想２０２５年推計必要病床数（対２０１４年比率）による、土岐市・瑞浪市（２病院）の２０２５年必要病床数概算推計

２０２５年に土岐市・瑞浪市（２病院）で必要となる急性期／回復期病床数 ： ４２６床

東濃圏域
２０１４年病床数

（Ａ）

地域医療構想
２０２５年推計

必要病床数 （Ｂ）

推計必要病床数
対２０１４年比率

（Ｃ）＝（Ｂ）／（Ａ）

高度急性期 ２７２ 床 ２３６ 床 ８６．８％

急性期 １，７３２ 床 ８３６ 床 ４８．３％

回復期 １４２ 床 ６５３ 床 ４５９．９％

急性期＋回復期 小計 1,874 床 1,489 床 ７９．５％ (C1)

慢性期 ３６７ 床 ３３２ 床 ９０．５％

合 計 ２，７４６ 床 ２，０５７床 ７４．９％ (C2)

現状の
稼働病床数

（Ｄ）

急性期＋回復期
の変化率で

（Ｄ）×（C1）79.5%

全病床の
変化率で案分

（Ｄ）×（C2）74.9%

土岐市立総合病院 ２７６ 床 ２１９ 床 ２０６ 床

東濃厚生病院 ２７０ 床 ２１５ 床 ２０３ 床

合 計 ５４６ 床 ４２４ 床 ４０９ 床

＜２病院（２市）の２０２５年必要病床数：左表に基づく案分による推計＞

＜２市（２病院）の２０２５年必要病床数：左表に基づく案分による推計＞

２０２５年に土岐市・瑞浪市（２病院）で必要となる急性期／回復期病床数 ： ４２４床 （急性期＋回復期の増減率で案分）
４０９床 （全病床の増減率で案分）

＜東濃圏域の２０１４年病床数と地域医療構想２０２５年推計必要病床数との比較＞

＜東濃５市の人口と５市における人口割合＞

◎ 地域医療構想の２０２５年推計必要病床数を、東濃５市の人口割合によって土岐市・瑞浪市に案分することで、２市（２病院）の必要病床数を概算推計

◎ 地域医療構想の２０２５年推計必要病床数の対２０１４年比率を用い、２病院の現行稼働病床数を案分することで、２市（２病院）の必要病床数を概算推計

×28.66%

×79.5% ×74.9%

＜参考資料＞ 東濃中部における２０２５年必要病床数の概算推計

８

約４００床程度

約４００床程度



市民の医療受診環境の観点 病院経営の観点
総合的な

評価
診療科確保 病床確保 救急医療確保 医師確保 導入費用 施設維持管理

現 状
・重複診療科あり
・医師不足で、一時的に休診
する診療科発生

・急性期過剰
・回復期不足

・両病院の輪番制で対応 ・両病院とも、医師の確保
が困難 －

・施設設備の経年劣化に伴
う維持管理費が年々増加

－

連 携

評 価 △ △ × △ － △

×

Ａ.診療科分担
（診療機能分化）

・重複診療科解消される。
・複数診療科を受診する場
合、一つの病院で診察を受
けられない場合が発生する。
・診療科構成によっては、総合
的な診療が受けられなくなる。

・病床確保への影響、効果
は乏しい。

・多様な診療ができなくなる
ため、対応できない病状の
発生が懸念される。
・１病院化で現行より遠くなる
市民が存在する。

・完全に診療科分担すれば、
必要医師数が減る。
・総合診療ができないため、
医師に敬遠される可能性が
ある。

－

・医療機器等の集約化が一
定程度可能となる。
・施設設備の経年劣化に伴
う維持管理費が年々増加

評 価 ○ ○ △ △ △ △

△

Ｂ.病床機能
分担

・機能に合わせた診療科再
編が必要となる。
・急性期病院の１病院化で現
行より遠くなる市民が存在す
る。

・地域の医療需要に合わせた
病床の確保可能となる。
・２病院で病床数をシェアす
るため、両病院とも規模が小
さくなる。

・完全に機能分担すれば、急
性期病院は、医師の派遣を受
けやすくなり、結果として救急
医療の確保が可能となる。
・ただし、病床規模が小さいま
まのため、受入困難となるケー
スも想定される。
・１病院化で現行より遠くなる
市民が存在する。

・完全に機能分担すれば、
急性期病院は、医局から医
師派遣が現状より受けやすく
なる。
・総合診察不能な回復期病
院は、医師に敬遠される可
能性がある。
・規模が小さくなるため、医師
に敬遠される可能性がある。

・回復期転換病院の改修費、
機器導入費が発生する。

・医療機器等の集約化が一
定程度可能となる。
・回復期専門となるＢ病院は、
医療報酬が下がるため、経
営が厳しくなる恐れがある。
・施設設備の経年劣化に伴
う維持管理費が年々増加

評 価 △ △ × × － △

×Ｃ.医師等
相互派遣

・輪番制で総合診療維持可能
・ただし、両病院で常時医療
の提供ができない恐れがある。

・病床確保への影響、効果
は乏しい。

・両病院の輪番制で対応する
・医師の負担増で離職が増
えると、維持できなくなる。

・負担増に伴い、医師に敬
遠される可能性がある。 －

・施設設備の経年劣化に伴
う維持管理費が年々増加

統 合

評 価 ○ ○ ○ ○ △ 又は × ○ 又は △

○
Ｄ.１病院化

・１つの病院に多様な診療科
の確保が可能となり、複数診
療科を同時に受診できる。
・１病院化で現行より遠くなる
市民が存在する。

＜既設利用の場合＞
・どちらの病院を使用しても、
医療需要（約４００床）を満た
せない。

＜新規整備の場合＞
・医療需要を満たす病床確
保が可能となる。

・救急医療確保が可能となる。
・医師確保により救急医療の
高度化が可能となる。
・１病院化で現行より遠くなる
市民が存在する。

・医局からの医師派遣が、
現状より受けやすくなる。
・初期臨床研修から続く専
攻医過程において医師確
保が可能となり、若い医師
の安定確保につながる。
・両病院の医師、看護師、
コメディカル等全職員の新
病院への転属が課題となる。

＜既設利用の場合＞ △
・既設施設改修費が発生する。
・廃止施設改修（介護施設等
活用）又は撤去費が発生する。

＜新規整備の場合＞ ×
・莫大な建設費、用地取得費、
医療機器費が発生する。
・廃止施設改修（介護施設等
活用）又は撤去費が発生する。

・医療機器等集約化が可能
となる。

＜既設利用の場合＞△
・施設設備の経年劣化に伴
う維持管理費が直近増加し
ていく。

東濃中部における２病院の再編・ネットワーク化の方向性に関する評価について

９

資料２



◎東濃中部では、約４００床程度の急性期・回復期病床数が適当（現在供給過剰）で病床整理が必要。

◎整理の方向性として、１病院化が最も適当であり、次善策として病床機能分担が考えられる。

◎再編（１病院化）・ＮＷ化（病床機能分担）により医療資源の集約化を図ることで、
・医療需要に見合った病床規模を実現し、市民にとって必要十分な医療提供体制を構築する。
・医師、看護師、コメディカル等にとって、より働きやすい環境を整備し、医療従事者の確保を図る。

◎再編（１病院化）の手法については、引き続き三者（土岐市・瑞浪市・ＪＡ岐阜厚生連）で継続協議する。

◎再編（１病院化）までの間、両病院（土岐市立総合病院・東濃厚生病院）が協力してＮＷ化（病床機能分担）を図る。

土岐市、瑞浪市、ＪＡ岐阜厚生連の三者が、東濃中部の医療圏において将来に渡り安定的な医療の提供が図られるよう、継続的に協力して
いくことに合意し、供給過剰となっている病床整理を視野に引き続きさらなる検討を重ねていくこととする。

【東濃中部の医療提供体制検討会における検討結果（案 ） 】

東濃中部の医療提供体制検討会における検討結果（案）について 資料３

＜東濃中部の医療提供体制における課題＞

◎ 少子高齢化で人口が減少し、 医療需要の減少が見込まれる。

◎ 全国的な課題である医師の不足により、特に救急医療の提供が厳しくなる。

両病院が、さらに協力していかなければ
東濃中部における

救急医療の提供が危ぶまれる。

１０


